
東京海上日動あんしん生命保険株式会社

【図1】年換算保険料の推移（個人保険＋個人年金保険）

平成22年8月11日
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　東京海上日動あんしん生命保険株式会社（社長　北沢　利文）の平成23年3月期第1四半期決算（平成
22年4月1日～平成22年6月30日）については添付のとおりです。
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１．契約の状況（主要業績）

　 新契約年換算保険料は、第一分野では「長割り
終身」や「定期保険」、第三分野では「メディカル
ミニ」等の販売増加により、112億円（前年同期比
108.5％）となりました。【図1①】
　保有契約年換算保険料は3,856億円(前年度末
比100.8％）、保有契約件数は305万件(同
102.2％）となり、成長を持続しています。
【図1②】【図2】
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【図3】総資産の推移
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＜①新契約年換算保険料＞

＜当社の格付（平成22年8月11日現在）＞
日本格付研究所（ＪＣＲ）                            保険金支払能力格付　ＡＡＡ
格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）                   保険金支払能力格付  ＡＡ＋
スタンダード＆プアーズ（Ｓ＆Ｐ）                 保険財務力格付　       ＡＡ
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【図2】保有契約件数の推移（個人保険＋個人年金保険）

   保険本業の損益状況を示す指標のひとつで
ある基礎利益は、事業費効率の改善等により、
前年同期比15億円増益の80億円となりました。
　
　※標準責任準備金達成に向けた責任準備金
　　 の追加積立は、事業年度末に実施するこ
　　 ととしています。
　      なお、今年度末に標準責任準備金を達成
     する見込みです。
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２．損益の状況

３．総資産の状況

４．健全性の指標

　保険金等の支払能力を示すソルベンシー・
マージン比率は、2,873.2%（前年度末比+288.9
ポイント）と引き続き高い水準を確保しており、
優れた健全性を示しています。 3兆3,694億円

　平成22年度第1四半期末の総資産は、保有契約
の増加等により、前年度末から637億円増加し、
3兆3,694億円(前年度末比101.9%）となりました。
【図3】
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１．保険業績関係

保有契約高及び新契約高

・保有契約高 (単位:千件、億円、％)

・新契約高 (単位:千件、億円、％)

年換算保険料

・保有契約 (単位:億円、％)

・新契約 (単位:億円、％)

（平成22年６月30日）

））
自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日
（

3,061

763

前年度末比

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日
（

119.2

件  数 金   額

）

100 119.7 6,281

- - - -

108

118.0115.7

前年同期比

105.8107.8 6,647

前年同期比

163

当第１四半期累計期間

至　平成22年６月30日

自　平成22年４月１日
（ ）

109.6

101.8

98.3

84.0

163,411

10,230

31,057

61

前事業年度末

件  数 金   額

前年度末比 前年度末比

106.6

-

49.5 - -

-

84 131.0

- -

105.2

当第１四半期会計期間末

前年度末比

3,102 101.3

754

3,856

前事業年度末

100.2

112.7

合 計

う ち 医 療 保 障 ・
生 前 給 付 保 障 等

103 110.6

うち医療・がん 21 115.7 23

103

7 84.0 8個 人 年 金 保 険

個 人 保 険

区　　分

95

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日
（

合 計

個 人 年 金 保 険

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間

うち医療・がん

106.3

112.2

3,825

730

554

団 体 年 金 保 険

101.1

568 102.5

個 人 保 険

98.8

区　　分

100.8

738
う ち 医 療 保 障 ・
生 前 給 付 保 障 等

団 体 保 険 - - 64

111.4

138 91.6 3

108.3

前年同期比 前年同期比

113.4

個 人 保 険

112 108.5

21 114.1 24 111.9

個 人 年 金 保 険 2 89.1

区　　分

団 体 年 金 保 険 --

前年同期比 前年同期比

前第１四半期累計期間

件 　数 金　　額

-

101.5

-

-

99.6

-

99.9

99.5

93.1

10,214

111.9

-

57

個 人 年 金 保 険 255

102.4

254

-

101.9166,479

30,895

前年度末比

区　　分

個 人 保 険 2,7382,805

前年度末比

当第１四半期会計期間末

件 　数 金　　額

（平成22年３月31日）

（平成22年３月31日）

団 体 保 険

（平成22年６月30日）
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２．四半期貸借対照表

（単位：百万円）

期別

科目

％ ％  

26,235 0.78 38,833 1.17 △ 12,598

5,135 0.15 8,911 0.27 △ 3,776

54,116 1.61 22,578 0.68 31,537

67,984 2.02 63,988 1.94 3,995

3,103,099 92.09 3,039,132 91.94 63,967

2,818,278 2,793,801 24,476

6,255 - 6,255

63,793 10,478 53,314

380 376 3

214,392 234,475 △ 20,083

54,744 1.62 53,750 1.63 994

54,744 53,750 994

772 0.02 685 0.02 87

27 0.00 27 0.00 -

472 0.01 480 0.01 △ 8

727 0.02 891 0.03 △ 164

32,807 0.97 34,598 1.05 △ 1,790

24,066 0.71 42,448 1.28 △ 18,381

△ 704 △ 0.02 △ 641 △ 0.02 △ 63

3,369,484 100.00 3,305,685 100.00 63,799

2,722,303 80.79 2,689,890 81.37 32,413

14,325 14,176 149

2,638,423 2,606,578 31,844

69,554 69,135 419

3,508 0.10 4,432 0.13 △ 924

1,175 0.03 3,077 0.09 △ 1,902

514,790 15.28 514,435 15.56 354

502,960 493,347 9,613

578 3,795 △ 3,217

154 70 84

11,096 17,222 △ 6,125

1,930 0.06 1,783 0.05 147

3,308 0.10 3,188 0.10 120

3,308 3,188 120

3,247,017 96.37 3,216,807 97.31 30,209

55,000 1.63 55,000 1.66 -

35,000 1.04 35,000 1.06 -

35,000 35,000 -

△ 547 △ 0.02 △ 4,469 △ 0.14 3,921

△ 547 △ 4,469 3,921

△ 547 △ 4,469 3,921

89,452 2.65 85,530 2.59 3,921

34,515 1.02 7,085 0.21 27,429

△ 1,500 △ 0.04 △ 3,739 △ 0.11 2,238

33,015 0.98 3,346 0.10 29,668

122,467 3.63 88,877 2.69 33,589

3,369,484 100.00 3,305,685 100.00 63,799

（注）責任準備金は保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、個人保険、個人年金保険の保険料積立金については、

保険業法施行規則第69条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式により計算しております。

なお、上記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金達成に向けた追加積立額として、当第１四半期会

計期間末および前事業年度末において86,192百万円を計上しております。

負 債 の 部 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

純 資 産 の 部 合 計

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

（純　資　産　の　部）

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 負 債

繰 延 税 金 資 産

契 約 者 配 当 準 備 金

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

代 理 店 貸

再 保 険 貸

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（負  債  の  部）

社 債

株 式

外 国 証 券

貸 付 金

保 険 約 款 貸 付

有 形 固 定 資 産

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

比較増減

国 債

地 方 債

（資  産  の  部）

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

前事業年度末の
要約貸借対照表

（平成22年３月31日）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）
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３．四半期損益計算書
（単位：百万円）

期　別

科　目

114,927 123,723 8,795 523,105

98,686 107,159 8,472 457,297

（ う ち 保 険 料 ） （ 98,029 ） （ 106,098 ） （ 8,068 ） （ 454,274 ）

15,475 15,444 △ 30 61,859

（ うち利息及び配当金等収入 ） （ 14,333 ） （ 15,004 ） （ 671 ） （ 58,346 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （ 100 ） （ 80 ） （ △ 19 ） （ 423 ）

（ う ち 金 融 派 生 商 品 収 益 ） （ 1,036 ） （ 354 ） （ △ 681 ） （ 3,070 ）

766 1,119 353 3,947

（ う ち 支 払 備 金 戻 入 額 ） （ 506 ） （ - ） （ △ 506 ） （ - ）

107,668 115,747 8,078 516,210

43,528 50,664 7,135 193,567

（ う ち 保 険 金 ） （ 8,210 ） （ 8,670 ） （ 460 ） （ 37,642 ）

（ う ち 年 金 ） （ 368 ） （ 773 ） （ 404 ） （ 1,936 ）

（ う ち 給 付 金 ） （ 5,020 ） （ 13,336 ） （ 8,316 ） （ 28,562 ）

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （ 28,787 ） （ 26,148 ） （ △ 2,638 ） （ 114,741 ）

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （ 239 ） （ 282 ） （ 43 ） （ 949 ）

37,398 31,994 △ 5,404 220,885

- 149 149 1,194

37,398 31,844 △ 5,553 219,690

0 0 0 0

5,749 11,609 5,859 13,468

（ う ち 支 払 利 息 ） （ 267 ） （ 150 ） （ △ 116 ） （ 779 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ） （ 173 ） （ 254 ） （ 80 ） （ 899 ）

（ う ち 為 替 差 損 ） （ 5,243 ） （ 11,139 ） （ 5,896 ） （ 11,597 ）

20,006 20,100 93 83,679

985 1,379 394 4,608

7,258 7,975 717 6,895

118 290 172 829

1,741 1,476 △ 265 5,456

5,398 6,209 810 608

1,789 703 △ 1,085 6,629

287 1,584 1,297 △ 6,021

2,076 2,287 211 607

3,322 3,921 599 0

（注） 標準責任準備金達成に向けた責任準備金の追加積立は、事業年度末に実施することとしております。

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

経 常 収 益

前第１四半期累計期間

金 額

（
自　平成21年４月１日

当第１四半期累計期間

比較増減

前事業年度の

要約損益計算書

自　平成22年４月１日
） （

自　平成21年４月１日

金 額 金 額

） （ ）
至  平成21年６月30日 至  平成22年６月30日 至　平成22年３月31日

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

契約者配当金積立利息繰入額

税 引 前 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 経 常 費 用

資 産 運 用 費 用

事 業 費

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

経 常 費 用

法 人 税 及 び 住 民 税

経 常 利 益

特 別 損 失
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経常利益等の明細（基礎利益）

（単位：百万円）

自　平成21年４月１日 自　平成22年４月１日 自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日 至　平成22年６月30日 至　平成22年３月31日

Ａ 6,525 8,037 5,108

6,461 11,457 15,717

100 80 423

952 200 2,594

その他キャピタル収益 5,408 11,176 12,700

5,416 11,393 12,497

173 254 899

5,243 11,139 11,597

Ｂ 1,044 63 3,220

Ａ＋Ｂ 7,570 8,101 8,329

- - -

311 125 1,434

306 124 1,354

4 1 79

Ｃ △ 311 △ 125 △ 1,434

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 7,258 7,975 6,895

前第１四半期累計期間の金融派生商品収益のうち84百万円、当第１四半期累計期間の金融派生商品収益のうち154百万円

および前事業年度の金融派生商品収益のうち476百万円は、金利スワップ取引に係る受取・支払利息であるため基礎利益

に含めております。

その他キャピタル収益は、責任準備金繰入額のうち外貨建保険商品に係る責任準備金の為替変動による減少額であります。

前事業年度は５年チルメル式により計算された責任準備金繰入額に対して19,195百万円の追加積立を実施しておりますが、

この額については基礎利益中の基礎費用（責任準備金繰入額）に含めております。

       ３．

キャピタル収益

有価証券売却益

金融派生商品収益

基礎利益

危険準備金繰入額

個別貸倒引当金繰入額

キャピタル費用

有価証券売却損

為替差損

キャピタル損益

キャピタル損益含み基礎利益

臨時収益

臨時費用

前事業年度当第１四半期累計期間前第１四半期累計期間

（ ）） （ ） （

（注）１．

       ２．

臨時損益

経常利益
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４．資産運用関係（一般勘定）

有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

1,532,137 1,604,942 72,804 85,852 △ 13,048 1,491,680 1,477,510 △ 14,170 31,173 △ 45,343

308,849 326,175 17,326 17,354 △ 27 325,694 337,568 11,874 12,655 △ 780

1,282,770 1,336,828 54,057 54,213 △ 155 1,294,379 1,305,476 11,097 16,074 △ 4,977

公社債 1,185,437 1,238,210 52,773 52,926 △ 152 1,186,020 1,196,232 10,212 15,090 △ 4,878

株式 106 110 4 4 - 106 107 0 0 -

外国証券（公社債） 22,242 23,522 1,279 1,282 △ 2 24,263 25,147 884 983 △ 98

その他 74,984 74,984 - - - 83,988 83,988 - - -

3,123,756 3,267,945 144,189 157,420 △ 13,231 3,111,753 3,120,556 8,802 59,903 △ 51,100

2,835,553 2,967,393 131,839 145,040 △ 13,200 2,794,068 2,793,796 △ 271 50,045 △ 50,317

106 110 4 4 - 106 107 0 0 -

213,112 225,457 12,344 12,374 △ 30 233,590 242,663 9,073 9,856 △ 783

74,984 74,984 - - - 83,988 83,988 - - -

（注）その他は、買入金銭債権等で計上されたものを記載しております。

デリバティブ取引の時価情報

・金利関連 （単位：百万円）

うち１年超 うち１年超

固定金利受取／変動金利支払 69,100 69,100 △ 3,293 △ 3,293 69,100 69,100 △ 7,599 △ 7,599

9,000 9,000 △ 413 △ 413 9,000 9,000 205 205

△ 3,706 △ 7,393

・通貨関連 （単位：百万円）

うち１年超 うち１年超

売建（米ドル） 1,100 - 16 16 1,163 - △21 △21

416 - △5 △5 697 - 12 12

10 △8

（注）１．為替予約における各期末の時価の算定には、先物相場を使用しております。

　　　２．為替予約の時価は差金決済額（差損益）を記載しております。

外国証券（公社債）

合　　　　計

差損益

店
頭

為替予約

買建（米ドル）

時価 差損益
契約額等

時価

満期保有目的の債券

区
　
分

契約額等
時価

金利スワップ取引

固定金利支払／変動金利受取

合　　　　計

種　類

当第１四半期会計期間末

店
頭

区
　
分

種　類

当第１四半期会計期間末

（平成22年６月30日）

差損益

責任準備金対応債券

前事業年度末

区　分

帳簿価額 時価
差損益

当第１四半期会計期間末

時価帳簿価額

（平成22年６月30日）

その他有価証券

株式

公社債

前事業年度末

（平成22年３月31日）

契約額等
時価

その他

合計

前事業年度末

差損益

（平成22年３月31日）

（平成22年３月31日）

契約額等

（平成22年６月30日）

差損益
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(単位：百万円)

ソルベンシー・マージン総額 (Ａ) 346,808 302,864

89,452 85,530

価格変動準備金 3,308 3,188

危険準備金 24,438 24,314

一般貸倒引当金 332 269

その他有価証券の評価差額×90％

（マイナスの場合100％）

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） - -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 111,857 110,960

負債性資本調達手段等 - -

控除項目 - -

その他 68,767 68,613

リスクの合計額

　（Ｒ１＋Ｒ８）
２
＋（Ｒ２＋Ｒ３＋Ｒ７）

２ 
＋Ｒ４

保険リスク相当額 （Ｒ１） 12,265 12,184

第三分野保険の保険リスク相当額 （Ｒ８） 3,014 2,987

予定利率リスク相当額 （Ｒ２） 2,183 2,239

資産運用リスク相当額 （Ｒ３） 15,221 14,355

経営管理リスク相当額 （Ｒ４） 980 953

最低保証リスク相当額 （Ｒ７） - -

ソルベンシー・マージン比率 (Ｃ)

(Ａ)

(1/2)×(Ｂ)

（参考）実質資産負債差額

(単位：百万円)

資産の部に計上されるべき金額の合計額 （１） 3,459,616 3,303,389

負債の部に計上されるべき金額の合計額

を基礎として計算した金額

実質資産負債差額　Ａ （１）－（２）＝（３） 437,784 294,941

満期保有目的の債券・責任準備金対応

債券の含み損益

実質資産負債差額　Ｂ （３）－（４）＝（５） 347,653 297,236

（４） 90,131 △ 2,295

（２） 3,021,831 3,008,448

項　　目
当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

2,584.3％

24,140(Ｂ)

×100

23,437

2,873.2％

48,651

５．ソルベンシー・マージン比率

9,987

項　　目
当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

資本金等
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６．用語説明     

 

「保険業績関係」（Ｐ1） 

●保有契約高 

• 個人保険および団体保険 

期末時点で保有している契約に係る死亡時における支払金額等の総合計額。 

• 個人年金保険 

期末時点で保有している契約のうち、年金支払開始前の契約については年金支払開始時における年

金原資の額、年金支払開始後の契約については責任準備金の額。 

• 団体年金保険 

責任準備金の額。 

 

●新契約高 

• 個人保険および団体保険 

当年度に引き受けた契約に係る死亡時における支払金額等の総合計額。 

• 個人年金保険 

当年度に引き受けた契約に係る年金支払開始時における年金原資の額。 

• 団体年金保険 

第１回収入保険料。 

 

●年換算保険料 

各契約の全期間の払込保険料総額（一時払契約については一時払保険料）を保険期間等で除して１年あ

たりの保険料に換算した金額。 

 

●医療保障・生前給付保障等 

医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込

免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当す

る保障。 

 

「ソルベンシー・マージン比率」（Ｐ6） 

●ソルベンシー・マージン比率 

• 保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や満期保険金支払等に備えて準備金を積み立てています

が、巨大災害の発生や、保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発

生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

• こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（表の(Ｂ)）に対する「保険会社が保

有している資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額：表の(Ａ)）の割合

を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「ソルベンシー・マージン比率」（表の(Ｃ)）

であります。 

• 「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

① 保険引受上の危険  (保険リスク・第三分野保険の保険リスク) ： 保険事故の発生率等が通常

の予測を超えることにより発生し得る危険 
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② 予定利率上の危険  (予定利率リスク) ： 運用環境の悪化等により、実際の運用利回りが保険

料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険 

③ 資産運用上の危険  (資産運用リスク) ： 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超

えて変動することにより発生し得る危険等 

④ 経営管理上の危険  (経営管理リスク) ： 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で

上記①～③および⑤以外のもの 

⑤ 最低保証に係る危険  (最低保証リスク) ： 特別勘定を設けた保険契約のうち保険金等の額を

最低保証するものについて、保険金等を支払うときにおける特別勘定に属する財産の価額が、最

低保証する保険金等の額を下回る危険であって、特別勘定に属する財産の通常の予測を超える価

額の変動等により発生し得る危険 

• 「保険会社が有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、保険会

社の資本金等（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・危険準備金等）、土地の含み

益の一部等の総額であります。 

• ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に活用する客観的な判断指標のひ

とつですが、その数値が 200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされ

ております。 

 

●実質資産負債差額 

実質資産負債差額とは、有価証券や不動産の含み損益等を反映した、いわば時価ベースの資産の合計か

ら、価格変動準備金や危険準備金等の資本性の高い負債を除いた負債の合計を差し引いて算出するもの

で、行政監督上の指標のひとつであります。（Ｐ6 の表ではこれを「実質資産負債差額Ａ」と表記してお

ります。） 

また、「実質資産負債差額Ａ」から満期保有目的の債券および責任準備金対応債券の時価評価額と帳簿価

額の差額を控除したものを「実質資産負債差額Ｂ」とし、併せて同表に記載しております。 


